






























































































































































































































































































































4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
，一定の要件の整った場合
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
の裁決なのであり
4 4 4 4 4 4 4 4
，それは通達によって規定されてきたものなのだ








































































在している．日系人の就労を可能にした「平成 2 年法務省告示第 132 号（いわゆる「定住
告示」）」が出される以前，在留特別許可は毎年ほぼ 400 件から 500 件程度しか出ていなか
った．行政庁の開庁日を考えれば一日当たり 2 件程度の判断を行っていたというものだ．
これが 1990 年の入管法改正以後の在留特別許可の発布件数になると，許可件数が桁違いに














図 1 在留特別許可件数 
 
 在留特別許可が認められなかった場合，M 氏には退去強制令が執行される．2005 年 11
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，退去強制令の執行が当該外国人に対するこの
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，比例原則と平等原則には縛られな
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ければならない












































































































4 4 4 4 4
「日本での家族の形成
4 4 4 4 4 4 4 4 4
」は日本人
4 4 4 4
等との法律婚だ




として是正されなければならないと断じる（United Nations Convention on the 
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，複合的な要因で，結果
4 4 4 4 4 4 4 4 4
として性的マイノリティが差別を受けることも禁じている
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
のである（United 




















4 4 4 4 4
と私どもで申しておりますが
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
，長期在留型の外国人で占められておりましたの
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，この退去強制事由の中から執行猶予判決
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を受けた者を除くというふうになったものと承知しております
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，ある意味




4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
，より客観的に日本社会がM氏に信
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
用を与えていることの指標として用いることができる



































































































































6） United Nations Human Rights Ofﬁce of the High Commissioner（2012: 14）．
7） United Nations Human Rights Ofﬁce of the High Commissioner（2012: 22）．
8） United Nations Human Rights Ofﬁce of the High Commissioner（2012: 29）．
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9） United Nations Human Rights Ofﬁce of the High Commissioner（2012: 39）．
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